（NExT様式1）

東京大学生産技術研究所　社会人新能力構築支援プログラム　願書
	
	記入日
	　　年　　月　　日

	氏名
	(ふりがな)
	性別
	男　・　女

	
	
	生年月日
	西暦　　　年　　月　　日

	自宅住所
	（〒　　　　―　　　　）
	顔写真

	
	
	

	E-mail
	
	

	携帯電話番号
	
	

	Tel/Fax
	Tel:　　　　　　　　　Fax:
	

	現勤務先
	
	

	部署名
	
	

	役職
	
	

	勤務先住所
	（〒　　　　―　　　　）

	
	

	E-mail
	

	Tel/Fax
	Tel:　　　　　　　　　Fax:

	職歴　（仕事内容、職歴をできるだけ具体的に記入して下さい。）

	　　年　月
	

	　　年　月
	

	　　年　月
	

	　　年　月
	

	　　年　月
	

	　　年　月
	

	学歴

	　　年　月卒業
	(高校)

	　　年　月卒業
	(高専)
	学科等
	

	　　年　月卒業
	(大学)
	学科
	

	　　年　月修了
	(大学院)
	専攻
	

	その他
	(留学等)

	資格
	

	英語能力

	Reading
(
全く読めない 
1 2 3 4 5
日常的に英文専門誌を読む
)  
Writing 
(
全く作文できない
1 2 3 4 5
英文で論文が書ける
) 
Speaking 
(
全く話せない
1 2 3 4 5
英語でディスカッションができる
)

下記に該当する場合記載


TOEIC（　　　点　　年）　

TOEFL（　　　点　　年 形式：PBT / CBT / iBT　（該当するものに○））


留学・海外滞在経験など：  

	志望コース
	　俯瞰講義コース　　調査研究コースA　　調査研究コースB　（該当するコースに○）


	これまでの研究開発内容

	


	本プログラムを志望する動機（俯瞰講義コース）
動機: 受講に至った背景と受講志望理由をお書き下さい。

	【動機】




	本プログラムを志望する動機と研究調査計画（調査研究コースＡ，Ｂ用）
下記項目に分けて記載して下さい。1) 動機: 受講に至った背景と受講志望理由、2) 受講希望分野（可能ならば希望研究室）、3) 研究計画: 開拓したい新規専門分野、現在の専門と受講希望分野の関係、新産業分野創成への期待。本プログラムの目的はこれまでの専門と異なった様々の分野で最新研究に触れることです。これに留意して可能な限り詳細に記入して下さい。

	【１　動機】

【２　受講希望研究室】

調査研究コース１（６ヶ月）では２つの受講を希望する研究室、また調査研究コース２（１年）では２〜４の受講を希望する研究室を挙げて下さい。具体的な研究室名がわからないときには分野名をお書き下さい。

１）

２）

３）
４）



	本プログラムを志望する動機と研究調査計画（つづき）

【３　受講計画】




東京大学生産技術研究所長 殿
守　秘　義　務　誓　約　書
平成　　年　　月　　日
本研究所での身分　　　プログラム受講生　　
所属　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　　
このたび、貴研究所において社会人新能力構築支援プログラム（以下　新能力プログラム）受講にあたり、下記の事項を遵守します。
記
1 
貴研究所の規則、規程、指示等を遵守します。
2 
貴研究所において新能力プログラムを受講する過程で知ることのできた秘密は、受講期間中であると受講期間終了後であるとを問わず、貴研究所外に漏洩しません。
3 
貴研究所において得た研究成果、受講成果等を公表するときは、貴研究所の規程等に従います。
4　　　新能力プログラムにおいて公開とされた資料を除き、貴研究所に属するいかなる文書、記録媒体、資料等を、貴研究所による事前の承諾なしに貴研究所外に持ち出しません。
5 
自己の故意又は過失によって発生した事故等により被った負傷等に対しては、補償等を請求しません。
6 
本誓約書違反その他自己の故意又は重大な過失によって貴研究所に損害を与えたときは、その損害を賠償します。
7
新能力プログラム受講に関連した発明等の取扱に関して、東京大学発明等取扱規則および関連する貴大学と貴研究所の規則、細則等に従います。
8
新能力プログラム受講に関連した発明等に関して、当該発明等に最も関連の深い貴研究所教職員が「代表届出者」として「発明等の届出書」を作成し、貴大学総長宛に提出することに同意します。
9
新能力プログラム受講に関連した発明等および発明等取扱に関し、意見の不一致等が生じた場合、貴研究所長の裁定に従います。
10.1 
本誓約書は、日本の法律を準拠法とする。
10.2 
本誓約書に関する当事者問の将来のあらゆる紛争に関しては、日本の裁判所が管轄を有するものとする。
以上
推薦書

	志願者氏名
	ふりがな

	
	

	勤務先
	

	推薦者
	所属組織・役職・氏名

 eq \o\ac(○,印)　
	志願者との関係
	

	推薦内容
	


＊本プログラムの目的はこれまでの専門と異なった様々の分野で新規の能力を発展させることです。これに留意してご記入ください。
推薦組織情報

	組織名
	

	ご担当者名
	

	ご担当者の部署
	

	ご担当者の役職
	

	住所
	

	電話・ファックス番号
	

	電子メールアドレス
	


